

























米国や英，仏，北欧など先進諸外国では 1970 年代後半から 80 年代にかけて女性起業家が増加し
てきており，特に米国では 1980 年代後半からの 10 年間でその数が倍増したという．その結果，全
企業の 4 割近くを女性のビジネスが担い，サービス業や情報通信分野をはじめ多様な分野で経済効
果をもたらして，米国が不景気から回復する原動力になったという（水津 2000）．しかしわが国では，
総務省の「就業構造基本調査」によると，女性の創業率は 1960 年代からほぼ 5 ～ 7％台を推移し
ており，1970 年代からの産業構造の変化に伴い出現したパート労働を含む雇用労働市場への女性
の進出に較べても非常にゆるやかである．メディア等では，IT 分野やサービス業で SOHO 事業な
どニッチなアイデアを生かして起業する女性の増加が取り上げられ，一見女性経営者が増加してい




能な 177 か国中 7 位であり，世界のトップクラスにランクされている．しかし，女性の社会的な参
画度を示す GEM（ジェンダー・エンパワメント指数）は 75 か国中 42 位と極端に順位が低い（国
連開発計画『人間開発報告書 2006』）．その原因として，性別役割に基づく家事・育児負担とそれ
を前提とした社会システムや文化風土が，女性の社会進出や職業的達成を妨げる原因であると指摘




















































をうけた 3 名の女性経営者にそれぞれ 1 時間程度のインタビューを実施した．アンケート調査は
2006 年 10 月下旬から 11 月上旬にかけ，調査票の郵送による留め置き法で実施した．送付数 600
通（宛先不明により返送 5 通），回収数 72 通，回収率は 12.0％．ヒアリング調査は 2006 年 11
月下旬から 2007 年 1 月上旬にかけて，調査者 2 名が調査対象者 19 名のところを訪問し，半構造
化面接法により実施した．





30 歳代 12.5％，40 歳代 52.8％，50 歳代 31.9％，無回答 2.8％
2）婚姻の状態：
結婚している 43.1％，結婚していたが離別した 30.6％，結婚していたが死別した 12.5％，
結婚したことはない 11.1％，その他 1.4％，無回答 1.4％
3）現在の同居家族構成：
夫 40.3％，子 47.2％，親 19.4％，その他 4.2％，本人のみ 12.5％，無回答 16.7％
4）最終学歴：
義務教育修了 1.4％，高校中退 1.4％，高校卒業またはそれと同等 18.1％，
短大または専門学校卒 34.7％，大学卒 40.3％，大学院卒 2.8％，無回答 1.4％
5）事業の設立：
自身が創業した 44.4％，他から継承した 51.4％，その他 1.4％，無回答 2.8％
6）事業の業種：
製造業 6.9％，卸・小売業 30.6％，サービス業 41.6％，土木・建設業 9.7％，
運輸・通信業 2.7％，その他 1.4％，無回答 6.9％
7）資本金の額：
1 円～ 300 万円未満 1.4％，300 万円以上～ 1000 万円未満 23.6％，1000 万円 44.4％，
1001 万円以上～ 3000 万円未満 13.9％，3000 万円以上 4.2％，無回答 12.5％
8）経営年数：
1 年以内 2.8％，3 年以内 4.2％，9 年以内 19.4％，10 年～ 15 年 27.8％，
15 年～ 20 年 27.8％，20 年以上 15.3％，無回答 2.8％






100 万円以下 4.4％，101 万～ 300 万 8.8％，301 万～ 500 万 8.8％，501 万～ 800 万 23.5％，





56.9％である．調査対象者の最多年齢は 40 歳代であるので，20 ～ 30 年ぐらい前の父親の職業で
























今回のアンケート回答者のうち夫がいる人は 72 名中 31 名であり，43.1％である．一方配偶者と
離婚した人は 23 名であり，離婚率は 30.6％となっている．そのうち創業前に離婚した人は 14 名，
創業後に離婚した人は 9 名である．
今回の調査で顕著に特徴的であったのは，その離婚率の高さである．2000 年（平成 12 年）の国
勢調査によると，わが国の 40 歳代・50 歳代の年齢階級別有配偶離婚率（有配偶人口千対）は 5.9％
～ 7.9％であり，国勢調査の結果に比して数値はかなり高い．



















































しかし総理府の「男女共同参画に関する世論調査」では，60 歳代以降を除く各年齢層で 3 割～ 4
割の女性が「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」に賛成するなど，一定程度の人々にとっ
て変化は支持されていない．こうした性別役割分担の行動規範や意識が根強く内包され続ける原因









答えた人は 1987 年には 34％であったが 2002 年では 19％と減少している．一方家庭を持ちながら仕事も続
ける「仕事と家庭の両立」と答えた人は 1987 年は 19％であったが 2002 年には 28％に増加している．しか
し予定のライフコースは 1987 年も 2002 年も共に，結婚または出産を機にいったん就業を中断したあと子育
て後に「再就職」するつもりであると答えた人が 42％と一番多くなっている（国立社会保障・人口問題研
究所『第 12 回出生動向基本調査―結婚と出産に関する全国調査：独身者調査の結果概要』2003 年）．実際，
平成 13 年（2001 年）の厚生労働省「第 1 回 21 世紀出生児縦断調査」によると，第 1 子出産前に有職であっ
た女性の約 7 割が 1 年後には働いていない．

























































































































































支援対策推進法を制定し，また「子ども・子育て応援プラン」（2005 年～ 2009 年）を策定し，女
筒井清子・田中睦美：女性経営者とジェンダー 65
性が働きやすい環境の整備を行っている．地域によりばらつきはあるが，保育所待機児童数は
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Comparing with many foreign countries’ women, Japanese women have some difficulties to start 
new business because of national consciousness to sexual division of labor. In order to manifest the 
difficult conditions of women entrepreneurs and to promote their businesses, a questionnaire and 
interviews that inquired their private lives with family members and relatives were carried out from the 
end of 2006 to the beginning of 2007. The result comes to clear that many women entrepreneurs are 
torn between busy house works and/or childcare and business responsibilities. Some of them solve the 
problems by their parents’ help. But not a few have divorced as well.
